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〇洪水予報、ホットラインなど出水時に河川管理者から提供される情報とその対応等を
首長と確認

トップセミナー等の開催

市町村職員への説明会事例

• 氾濫危険情報等の河川
防災情報の解説

• 氾濫シミュレーションの解
説

• 避難に必要なリードタイ
ム等について意見交換

避難判断水位避難判断水位

氾濫危険水位氾濫危険水位

氾濫注意水位

一定時間後に
氾濫危険水位
到達を予測

一定時間後に
氾濫危険水位
到達を予測

時間の流れ

水位

氾濫
発生
氾濫
発生

氾濫注意情報 氾濫警戒情報 氾濫危険情報氾濫危険情報 氾濫発生情報

氾濫シミュレーション

洪水予報
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秋田河川国道事務所における重要水防箇所の共同点検

天竜川上流河川事務所における重要水防箇所の共同点検

○ 流下能力が低い区間や過去に漏水があった箇所など、洪水に対しリスクが高い区
間（堤防必要延長約13,000kmのうち2割程度）の共同点検を事務所、地方公共団
体、自治会等で実施し、情報共有。あわせて住民まで周知

洪水に対しリスクが高い区間の共同点検、住民への周知

流下能力が
低い区間

過去に漏水
した箇所

共同点検を実施
（事務所、地方公共団体、自治会等）

洪水時の堤防等の漏水

流下能力が低い区間
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○ 決壊すれば甚大な被害が発生する恐れがある河川（約70水系）について、決壊地
点を想定した時系列の氾濫シミュレーションを公表

氾濫シミュレーションの公表

※イメージ
氾濫シミュレーションにおける想定決壊地点

氾濫シミュレーション結果

凡 例

想定決壊地点（左岸）

想定決壊地点（右岸）
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洪水時の映像例 （京都府桂川）

洪水時（2013年9月16日）

○ 地方整備局の河川事務所と市町村庁舎を光ファイバーケーブル網等で接続し、河川監視カメラの映像をリアルタ
イムで市町村に提供。
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光ファイバー網の相互接続によるCCTV映像の提供（宮崎県都城市：大淀川）

※ 国管理河川の浸水想定区域内730自治体のうち、45.6%にあたる333自治体にCCTV映像を提供
（平成27年3月31日現在）

田川合流点CCTV画像

← 田 川

川島CCTV画像

鬼怒川の取り組み

• 鬼怒川沿川の結城市では、防災体制強化のため、

平成２６年度より３ヶ年の計画で防災システム構
築を実施中である。

• 本システムは下館河川事務所と結城市を光ファイ
バーで接続することにより、鬼怒川の流況監視及
び水位上昇による危険を市民へ通知することが
可能となっている。（光ファイバーの接続は、平成２６年
度末に実施済み）

河川の洪水時映像の自治体への提供



水位

雨量、水位

基準値超過水位観測所一覧

テレメータ情報

基準雨量超過
基準水位超過

洪水予警報

洪水予報発表

気象情報

特別警報発表

アラームメール

等

メール配信機能

○ 市町村の避難勧告の発令等に資するため、河川の水位、雨量等のリアルタイム情報を防災担
当者にわかりやすい形でインターネットを通じて提供している。（市町村向け「川の防災情報」）

○ 予め配信条件を定めることで、市町村の防災担当者に基準値超過等の状況を自動でメール
配信することが可能である。

市町村向けのシステムは、雨量や累加雨量、水位
をグラフ化し、関係を分かりやすく表示。

市町村向けのシステムは、
基準値超過水位観測所を氾
濫の切迫度の順に表示。

流量

雨量

累加雨量
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市町村の防災担当者

市町村の防災担当者に基準値超過等の状況を
自動でメール配信することが可能。

市町村向け「川の防災情報」による河川情報等の提供



○○河川事務所 住民等○○市
気象・水象情報

水防団待機水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

水防警報（待機・準備）

氾濫注意水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

第一次防災体制

避難判断水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

洪水予報（氾濫注意情報）

洪水予報（氾濫警戒情報）

氾濫危険水位到達
○○水位観測所（水位○○m）

洪水予報（氾濫危険情報）

水防警報（出動）

○水防団指示

第二次防災体制

第三次防災体制

第四次防災体制

○ホットライン

○○地区避難勧告

○○地区避難準備情報

○1時間ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○10分ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○避難所開設の準備

堤防天端水位到達・越流 洪水予報（氾濫発生情報） ○○地区避難指示

避難完了

要配慮者避難開始

○大雨警報・洪水警報発表

○台風に関する気象庁記者会見

氾濫発生

○避難が必要な状況が夜間・早朝の
場合は、避難準備情報の発令判断

○必要に応じ、助言の要請

○施設（ダム・水門・排水機場等）の点検・操作確認

○連絡要員の配置

○管理職の配置

避難開始

○首長若しくは代理者の登庁

○リエゾンの派遣

○巡視・水防活動状況報告

○休校の判断、体制の確認等

○水防警報（指示）

緊急復旧、堤防調査委員会設置

○要配慮者施設、地下街、大規模
事業者に洪水予報伝達

○災害対策機械の派遣要請

○災害対策機械の派遣

◇台風予報‐72h

‐48h

‐24h

‐18h

‐12h

0h

◇大雨特別警報発表

○災害対策用資機材・復旧資機材等の確保

○リエゾン体制の確認

○協力機関の体制確認

○出水時点検（巡視）

‐6h

○テレビ、ラジオ、インターネット等に
よる気象警報等の確認

○防災無線、携帯メール等による避
難準備情報の受信

○避難の準備（要配慮者以外）

○テレビ、インターネット、携帯メール
等による大雨や河川の状況を確認

○防災無線、携帯メール等による避
難指示・避難勧告の受信

○CCTVによる監視強化

○ダム事前放流の指示・確認

【注意体制】

【警戒体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作

○応援体制の確認・要請（防災エキスパート等）

○漏水・侵食情報提供

○被害状況の把握
（ヘリコプター等による迅速な状況把握）

○TEC‐FORCEの活動

○被害状況・調査結果等の公表

○水防団等への注意喚起

○自衛隊への派遣要請

○避難者への支援

○ハザードマップ等による避難所・避
難ルートの確認

避難解除

※台風上陸

◇暴風警報発表

※気象・水象情報に関する発表等のタイミング
については、地域・事象によって、異なります。

○災害・避難カードの確認

○防災グッズの準備

○自宅保全

◇台風に関する○○県気象情報（随時）

○大雨注意報・洪水注意報発表

○大雨特別警報の住民への周知

◇台風に関する気象庁記者会見

○ホットライン（○○気象台）

最終的な危険回避行動

※避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）（内閣府：平成26年4月）を参考に作成。また、都道府県からの情報もあるが、割愛している。
※時間経過や対応項目については想定で記載しており、各地域や地方公共団体の体制及び想定する気象経過に応じた検討が必要である。

○ 市町村において、避難勧告に着目したタイムライン作成の促進を図っている。
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※国管理河川の浸水想定区域内730自治体のうち、29.6%にあたる216自治体で「避難勧告に着目したタイムラ
イン」を策定 （平成27年8月末時点）

タイムライン（時系列の行動計画）の作成



画面・機能イメージ

GPSボタンをワンクリックで
地図上に現在地表示

現在地周辺のライブカメラ映像等
の情報を即時に入手可能

○ 地域住民が自ら判断し避難できるよう、近傍のハザードマップや河川水位等の情報
をスマートフォンからリアルタイムで入手できるようにシステムを改良

地域住民の所在地に応じたリアルタイム情報の充実

※画面は検討中のものであり、今後変更する可能性があります
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○ 生活空間である市街地に日常時から各種情報を表示する「まるごとまちごとハザードマップ」を平

成18年度から推進している。

○ 水防法改正に伴うハザードマップの作成・変更に併せて、これを推進するとともに、内水・高潮につ

いても、「まるごとまちごとハザードマップ」により防災意識の向上や普及を図る予定である。

まるごとまちごとハザードマップ
（兵庫県豊岡市での設置例）洪水関連図記号（JIS）
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※ハザードマップ作成の
対象自治体数1,311のう
ち、10.3%の135自治体
で設置
（平成27年3月末現在）

・河川氾濫時の浸水深や洪水時の避難所等、地域の洪水に関する情報を提供・普及
・防災意識の向上を図り、円滑な避難活動を支援

まるごとまちごとハザードマップの目的

まるごとまちごとハザードマップの整備促進



凡例

予
想
さ
れ
る
浸
水
深

3.0m以上 2階浸水

0.5m～3.0m未満 1階床上浸水

0.5m未満 1階床下浸水

家
屋
倒
壊
危
険
区
域

家屋倒壊危険区域
（洪水氾濫）

河川堤防の決壊または洪水氾
濫により、木造家屋の倒壊の
おそれがある区域

家屋倒壊危険区域
（河岸侵食）

洪水時の河岸侵食により、木
造・非木造の家屋倒壊のおそ
れがある区域
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○洪水時に家屋倒壊等のおそれがある区域を、「洪水時家屋倒壊危険ゾーン」として浸水想定区
域図に表示し、屋内安全確保（垂直避難）の適否の判断等に活用することとしている。

（洪水浸水想定区域図作成マニュアルに規定）

河岸侵食

家屋倒壊危険ゾーンの表示例
堤防決壊に伴う家屋
倒壊等

河岸侵食に伴う家屋倒壊

家屋倒壊危険ゾーンの表示


